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報報告告事事項項１１                   
 

令令和和５５年年度度事事業業計計画画ににつついいてて  

  令令和和５５年年度度事事業業計計画画  

令和５年４月  １日から 

令和６年３月３１日まで 

 

令和５年度は、次の事業を実施する。 

 
１．調査研究事業 

 （１）計装工事業の技術に関する総合的な調査研究事業並びに技術書の整備及び普及に関 

   する事業 

計装工事業の技術に関する総合的な調査研究を行い、「日本計装工業会技術標準」 

の整備、改定を行う。 

（２）計装工事業の企業合理化に関する調査研究事業 

    企業経営及び先端技術等に関する調査研究を行い、勉強会・講演会を実施して計装

工事業の企業の合理化に資する事業を実施する。 

 （３）計装工事業に関する資料の収集及び調査研究事業 

    ① 計装工事業の実態調査及び計装工事の受注動向調査を実施し、機関誌等により

公表する。 

    ② 海外で行う計装工事業に必要な技術資料の整備及び調査研究を行う。 

 （４）計装工事業に必要な資材等に関する調査研究 

    計装工事業に必要な資材、機械及び工具に関する調査研究を行い、その改善及び普

及に資する事業を実施する。  

 

２．技術審査事業 

 （１）１級登録計装士技術審査事業 

    学科試験(８月２６日)及び実地試験(１２月９日)を、全国５地区において実施する。 

（２）２級計装士技術審査事業 

    学科試験(８月２７日)及び実地試験(１２月１０日)を、全国５地区において実施す

る。 

開催地区 開  催  場  所 

東 北 (学科)ハーネル仙台 (実地)宮城県建設産業会館 

関 東 (学科・実地)幕張メッセ 国際会議場 

中 部 (学科・実地)愛知県産業労働センター（ウインクあいち） 

関 西 (学科・実地)新梅田研修センター 

九 州 (学科)天神ビル   （実地）福岡商工会議所 

 

３．技術維持講習事業   

  計装士登録規程に基づく１級登録計装士及び２級計装士の技術維持講習を、全国９地区、

１０会場において実施するとともに、４回のオンライン方式の講習を行い、全１４回実施す

る。 
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開催地区等 開 催 場 所 開 催 月 日 

北海道 札幌ＡＣＵ-Ａアスティ４５ ９月 ２６日 

東 北 ハーネル仙台 １０月 ３日 

関 東 

 

ベルサール神田 １０月 ３１日 

パシフィコ横浜 １２月 ５日 

北 陸 富山国際会議場 ９月 ７日 

中 部 名古屋国際会議場 １０月 ２５日 

関 西 大阪国際会議場 １１月 ２４日 

中 国 広島国際会議場 １１月 ２８日 

四 国 かがわ国際会議場 １１月 ９日 

九 州 福岡国際会議場 １０月 １０日 

オンライン  ９～１２各月 ４回（４日） 

４．技術講習事業 

技術講習をオンライン方式にて1級・２級とも３回実施し、期間中は自由視聴形式と 
する。 

開催方式 区    分 開 催 月 日 

 

オンライン 

 

 

１級・２級 

 

６月２７日～２８日 

６月２９日～６月３０日 

７月３日～４日 

 

５．人材育成事業 

  講演会を２回及び若手、中堅技術者を対象とした最先端技術勉強会を年３回開催する。 

 

６．広報事業 

機関誌「計装技術」を年４回発行するとともに、メールマガジンを発信する。 

   ホームページの改修を進める。 

 

７．出版事業 

  技術書等に関する普及、宣伝を図り、関係図書の販売促進を図る。 

「プラント計装工事の設計」図書及び「建築物計装設備の用語集」の作成を行う。 

  計装マニュアルの改訂準備を行う。 

 

８．創立５０周年記念事業 

記念行事に関わる諸行事の計画、５０年史の発行、専門紙への掲載記事等について検討を

行う。 

 

９．その他事業 

（１）優秀施工者国土交通大臣顕彰候補者の選考・推薦 

（２）計装工事業及び計装士の社会的地位向上に関する事業 

 （３）官公庁等が実施する事業等に積極的に参加・協力する事業 

 （４）関係団体等との協力事業 
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(単位：円）

事　　　業 法     人 予　　算 前年度予算

① 特定資産運用収入
特定資産受取利息収入 66,000 0 66,000 66,000
特定資産運用収入計 66,000 0 66,000 66,000

② 受取入会金収入
受取入会金収入 0 100,000 100,000 100,000
受取入会金収入計 0 100,000 100,000 100,000

③ 受取会費収入
正会員受取会費収入 0 32,760,000 32,760,000 33,720,000
賛助会員受取会費収入 0 3,000,000 3,000,000 3,000,000
受取会費収入計 0 35,760,000 35,760,000 36,720,000

④ 事業収入
計装士技術審査事業収入 102,207,200 0 102,207,200 96,217,500
　　技術認定事業収入 31,416,600 0 31,416,600 30,957,300
　　技術維持講習事業収入 50,357,000 0 50,357,000 44,913,000
　　技術講習事業収入 20,433,600 0 20,433,600 20,347,200
出版事業収入 7,428,000 0 7,428,000 6,971,000
事業収入計 109,635,200 0 109,635,200 103,188,500

⑤ 雑収入
受取利息収入 0 5,000 5,000 5,000
有価証券運用収入 0 180,000 180,000 180,000
教育研修事業収入 1,200,000 0 1,200,000 600,000
雑収入 0 2,300,000 2,300,000 2,300,000
雑収入計 1,200,000 2,485,000 3,685,000 3,085,000

⑥ 他会計からの繰入金収入

他会計からの繰入金収入 0 0 0 0
他会計からの繰入金収入計 0 0 0 0

110,901,200 38,345,000 149,246,200 143,159,500

① 事業費支出
役員報酬支出(事業） 8,041,000 8,041,000 8,041,000
給料手当支出(事業） 25,948,000 25,948,000 25,806,000
臨時雇賃金支出(事業） 800,000 800,000 920,000
退職給付支出(事業） 0 0 0
法定福利費支出(事業） 5,929,000 5,929,000 5,374,000
福利厚生費支出(事業） 0 0 0
旅費交通費支出(事業） 8,134,000 8,134,000 8,185,000
通信運搬費支出(事業） 6,033,000 6,033,000 7,340,000
消耗什器備品費支出(事業） 567,000 567,000 519,200
事務所諸費支出(事業） 560,000 560,000 560,000
印刷製本費支出(事業） 19,562,000 19,562,000 15,697,000
光熱水料費支出(事業） 761,000 761,000 761,000
賃借料支出(事業） 15,673,000 15,673,000 15,739,000
保険料支出(事業） 0 0 0
諸謝金支出(事業） 2,140,000 2,140,000 1,480,700
租税公課支出(事業） 2,560,000 2,560,000 2,560,000
負担金支出(事業） 0 0 0
委託費支出(事業） 6,824,000 6,824,000 4,200,000
図書資料費支出(事業） 25,000 25,000 25,000
会議費支出(事業） 1,839,000 1,839,000 1,360,000
材料費支出(事業） 0 0 0
会場費支出(事業） 12,500,000 12,500,000 11,370,000

令令和和55年年度度収収支支予予算算ににつついいてて

令令和和55年年度度収収支支予予算算書書
令和5年４月１日から令和6年３月３１日まで

２．事業活動支出

科　　　　　目

Ⅰ　事業活動収支の部
１．事業活動収入

事業活動収入計

報告事項２
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(単位：円）

事　　　業 法     人 予　　算 前年度予算科　　　　　目

教育研修事業費支出(事業） 4,049,000 4,049,000 1,660,000
原稿料支出(事業） 1,540,000 1,540,000 1,580,000
雑支出(事業） 818,000 818,000 632,000
事業費支出計 124,303,000 124,303,000 113,809,900

② 管理費支出
役員報酬支出(管理） 3,223,000 3,223,000 3,223,000
給料手当支出(管理） 6,185,000 6,185,000 6,152,000
臨時雇賃金支出(管理） 150,000 150,000 150,000
退職給付支出(管理） 0 0 0
法定福利費支出(管理） 1,616,000 1,616,000 1,482,000
福利厚生費支出(管理） 250,000 250,000 250,000
旅費交通費支出(管理） 1,400,000 1,400,000 1,400,000
通信運搬費支出(管理） 950,000 950,000 1,057,000
消耗什器備品費支出(管理） 250,000 250,000 250,000
事務所諸費支出(管理） 150,000 150,000 150,000
印刷製本費支出(管理） 170,000 170,000 300,000
光熱水料費支出(管理） 205,000 205,000 205,000
賃借料支出(管理） 3,867,000 3,867,000 3,867,000
保険料支出(管理） 75,000 75,000 75,000
諸謝金支出(管理） 0 0 0
租税公課支出(管理） 640,000 640,000 640,000
負担金支出(管理） 880,000 880,000 880,000
委託費支出(管理） 1,400,000 1,400,000 1,500,000
図書資料費支出(管理） 450,000 450,000 450,000
会議費支出(管理） 3,100,000 3,100,000 3,500,000
50周年費支出(管理） 566,000 566,000 0
会場費支出(管理） 1,000,000 1,000,000 1,000,000
教育研修事業費支出(管理） 0 0 0
慶弔費支出(管理） 100,000 100,000 100,000
原稿料支出(管理） 0 0 0
雑支出(管理） 350,000 350,000 350,000
管理費支出計 26,977,000 26,977,000 26,981,000

124,303,000 26,977,000 151,280,000 140,790,900
△ 13,401,800 11,368,000 △ 2,033,800 2,368,600

① 特定資産取崩収入
技術維持講習事業資産取崩収入 8,565,000 0 8,565,000 7,417,500
退職給付引当資産取崩収入 0 0 0 0
減価償却引当資産取崩収入 0 0 0 0
敷金資産取崩収入 0 0 0 0
特定資産取崩収入計 8,565,000 0 8,565,000 7,417,500

② 固定資産売却収入
什器備品売却収入 0 0 0 0
ソフトウェア売却収入 0 0 0 0
固定資産売却収入計 0 0 0 0

③ 積立金取崩収入
事業安定積立金取崩収入 0 0 0 0
積立金取崩収入計 0 0 0 0

④ 敷金保証金戻り収入
賃貸保証金戻り収入 0 0 0 0
賃貸保証金戻り収入計 0 0 0 0

8,565,000 0 8,565,000 7,417,500
2．投資活動支出

① 特定資産取得支出
技術維持講習事業資産取得支出 9,250,000 0 9,250,000 8,250,000
退職給付引当資産取得支出 2,048,000 587,500 2,635,500 2,456,600

事業活動支出計
事業活動収支差額

Ⅱ　投資活動収支の部
１．投資活動収入

投資活動収入計
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(単位：円）

事　　　業 法     人 予　　算 前年度予算科　　　　　目

減価償却引当資産取得支出 233,750 1,135,321 1,369,071 1,426,582
敷金資産取得支出 0 0 0 0
特定資産取得支出計 11,531,750 1,722,821 13,254,571 12,133,182

② 固定資産取得支出
什器備品取得支出 0 0 0 0
ソフトウェア取得支出 0 0 0 0
固定資産取得支出計 0 0 0 0

③ 積立金取得支出
事業安定積立金取得支出 0 0 0 0
積立金取得支出計 0 0 0 0

④ 敷金保証金支出
賃貸保証金支出 0 0 0 0
保証金支出 0 0 0 1,117,600
賃貸保証金支出計 0 0 0 1,117,600

11,531,750 1,722,821 13,254,571 13,250,782
投資活動収支差額 △ 2,966,750 △ 1,722,821 △ 4,689,571 △ 5,833,282

短期借入金収入 0 0 0 0
0 0 0 0

短期借入金返済支出 0 0 0 0
リース債務返済支出 0 0 0 0

0 0 0 0
0 0 0 0

Ⅳ　予備費支出
予備費支出 0 1,000,000 1,000,000 1,000,000

当期収支差額 △ 16,368,550 8,645,179 △ 7,723,371 △ 4,464,682
前期繰越収支差額 △ 178,116,100 263,297,370 85,181,270 90,254,374
次期繰越収支差額 △ 194,484,650 271,942,549 77,457,899 85,789,692

財務活動収支差額

投資活動支出計

Ⅲ　財務活動収支の部
１．財務活動収入

財務活動収入計
２．財務活動支出

財務活動支出計

- 6 -



報告事項３                
令令和和４４年年度度事事業業報報告告ににつついいてて  

令令 和和 ４４ 年年 度度 事事 業業 報報 告告  
令和 ４ 年４月 １日から 
令和 ５ 年３月３１日まで 

 
ⅠⅠ  会会員員のの状状況況    
  
  委員会活動等を中心に会員加入活動を行った結果、正会員で１社、賛助会員で１社の 
申込みがあった。一方、事業規模の再編等により正会員３社から退会の申入れがあった。 
結果、令和４年度末現在の会員数は、正会員が１２３社、賛助会員が２１社となった。 

会員区分 令和３年度末 入会 退会 令和４年度末 

正 会 員 １２５社 １社 ３社 １２３社 
賛助会員  ２０社   １社   ０社  ２１社 

計 １４５社 ２社 ３社  １４４社 
 

ⅡⅡ  事事業業のの実実施施状状況況    

  

１１．．調調査査研研究究事事業業  

 （１）計装工事業の技術に関する総合的な調査研究事業 
計装技術に関する技術書を整備・普及し、計装技術者の技術力の向上を図るととも

に広く社会に公開して計装工事に貢献する事業である。 

令和４年度は、日本計装工業会標準の計装工事施工 配線（プラント編）、計装工事

標準仕様書（建築物編）及び計装工事の範囲（建築物編）の改定が終了した。          

また、計装工事試運転準備（プラント編）英語版（COMMISSIONING PREPARATION FOR 

INSTRUMENTATION WORKS (PLANT EDITION)）の作成を終了した。 

 

 （２）計装工事業の企業合理化に関する調査研究事業 

    企業経営や先端技術等に関する調査研究を行い、講演会を通して参加者の計装技術

の向上を図り、習得した知識等を計装工事に役立たせるとともに、計装工事を以て広

く社会に貢献し、ひいては企業の合理化にも資する事業である。 

令和４年度は、次の事業を実施した。 

講演会 

      実施日 令和４年１１月１１日（金）（オンライン配信） 

       ・演 題 「脱炭素（カーボンニュートラル） 

～脱炭素社会に向けた技術と社会実装への課題～」 

         講 師 千代田化工建設株式会社 国内エネルギー環境プロジェクト部 

             化学創発プロジェクトセクション セクションリーダー 

                    小 竹 勝 実 氏 
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       ・演 題 「国土交通省における災害対策時の情報通信 

             （災害対策用通信設備の運用）」 

         講 師 国土交通省 大臣官房技術調査課 電気通信室 企画専門官 

                    上 原 光太郎 氏 

       ・聴講者（アクセス数）  １１１名 

 

（３）計装工事業に関する資料の収集及び調査研究事業 

計装技術をより効果的に活用するための基礎資料の収集、人材育成等のための事前

調査及び基礎資料の収集は、時代に適応した諸問題に取り組むための計装技術力向上

に必要な事業であり、以って広く国民生活の資質の向上に貢献する事業である。また、

設備工事業に係る基礎資料の収集は、建設行政等のための基礎資料として広く社会一

般に公表されている重要な事業である。 

令和４年度は、次の事業を実施した。 

①  計装工事業界の実態調査の実施（令和４年１０月） 
・資本金、完成工事高、従業員数、計装技術者数等の会員企業の状況 
・スポット調査として、従業員の推移、雇用形態および技術者の年齢構成、有給休暇

取得、残業の抑制、近年の建設業に関わる施策への対応等、講演会・見学会・勉強会

で取り上げて欲しいテーマ、工業会への意見・要望事項等について調査を行い、集計

結果を機関誌「計装技術」Vol.42,No.3に掲載した。 
② 計装工事に係る受注動向調査の実施 

会員会社について、月別受注高と期別受注高を調査し、集計値を国土交通省に報 
告するとともに、その結果を機関誌「計装技術」Vol.42,No.1~No.4に掲載した。 

 
（４）計装工事業に必要な資材等に関する調査研究事業 

効率化、最新化された計装工事業に必要な資材、機器類等について、機関誌「計 
装技術」を活用して紹介した。 

 
２２．．技技術術審審査査事事業業  

登録計装試験（１級計装士技術審査・２級計装士技術審査）を次のとおり実施した。 
本年度の合格者は、１級が４８９名（うち女性合格者２６名）、２級が２４０名（うち女

性合格者１４名）、合計７２９名となり、合格者累計は、１級計装士合格者が２１，８１４

名、２級計装士合格者が１５，１１６名、総合格者累計は３６，９３０名となった。 
 
（１）実施地区及び開催場所 

実施地区 開 催 場 所 
東 北 （学科）ハーネル仙台、（実地）宮城県建設産業会館 
関 東 （学科・実地）幕張メッセ国際会議場 
中 部 （学科・実地）愛知県産業労働センター（ウインクあいち） 
関 西 （学科・実地）新梅田研修センター 
九 州 （学科）天神ビル、（実地）福岡商工会議所 
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（２）学科試験結果 
実 施 日 令和４年８月２７日（土）～２８日（日） 

場  所 東北（仙台）、関東（千葉）、中部（名古屋）、関西（大阪）、 
九州（福岡） 

受験者数 １級 ９２３名 ２級 ４０３名 計 １，３２６名 
合格者数 １級 ５６１名 ２級 ２７３名 計 ８３４名 

 
（３）実地試験結果 

実 施 日 令和４年１２月１０日（土）～１１日（日） 

場  所 東北（仙台）、関東（千葉）、中部（名古屋）、関西（大阪）、 
九州（福岡） 

受験者数 １級 ６３８名 ２級 ２７３名 計   ９１１名 
合格者数 １級 ４８９名 ２級 ２４０名 計 ７２９名 

  

３３．．技技術術維維持持講講習習事事業業  

計装技術の進歩及び発展は目覚ましく、計装技術者には最新技術を習得することが必須

であり、計装士資格取得後５年毎に受講が義務付けされている計装技術の維持講習事業を

次のとおり実施し最新計装技術の習得を図るとともに、計装技術力の向上に努めた。 
講習方式は９会場の開催及び４回のオンライン配信により実施し、受講者は、全体で１級

２，６７７名、２級６２２名、計３，２９９名であった。 
 

 （１）実施地区及び開催場所等 
実施地区等 開 催 場 所 等 開 催 月 日 
北海道 ACU-A（アスティ４５) １０月４日 
東 北 ハーネル仙台 ９月２７日 
関 東 パシフィコ横浜 １１月２２日 
北 陸 富山国際会議場 ９月１３日 
中 部 名古屋国際会議場 １０月１３日 
関 西   大阪国際会議場 １２月１日 
中 国 広島国際会議場 １１月１日 
四 国 かがわ国際会議場 １０月２５日 

  九 州 福岡国際会議場 １２月８日 
 
 
 
 

オンライン配信 

９月２１日 
１０月１８日 
１１月１７日 
１２月１６日 

 
（２）技術維持講習に携わった講師及びテ－マは次のとおりである。なお、各会場３テー

マで、１テ－マ２時間で実施した。 
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① ｢計装と情報セキュリティ」 

講 師  (株)ネットアルファ  常務取締役        槇野  泰 氏 

② ｢計測、校正における最近の話題」 

講 師  三興コントロール(株) 計測制御サービス事業部 校正技術部 

部長           田村  純 氏 

③ ｢熱源事例と制御上の留意点」 

講 師  ジョンソンコントロールズ（株）  

ビルディングシステムズオペレーション推進本部 品質管理部 

                    部長           井村 雅英 氏 

④ ｢空気線図と空気調和機の制御」 

講 師  (株)関電エネルギーソリューション エンジニアリング本部 

     機械システム部    マネージャー       助飛羅 力 氏 

⑤ ｢プラント計装-受注から完了まで-注意点の再確認｣ 

講 師  千代田システムテクノロジーズ(株) 計装・電気事業本部 

 第１事業本部 国内計装部 国内計装セクション３ 奥田 一久 氏 

⑥ ｢省エネ法、温対法と見える化、省エネ技術｣ 

講 師  yuY技術士事務所                 山田 幸弘 氏 

⑦ ｢工業用無線の基礎と実践｣ 

       講 師  横河電機(株) マーケティング本部 渉外・標準化戦略センター 

         標準化戦略第２部 

ワイヤレステクノロジープロモーションマネージャー 

                                 山本 周二 氏 

⑧ ｢振動と計測(計装)機器｣ 
講 師  三興コントロール(株) 計測制御サービス事業部 校正技術部 

                    部長           田村  純 氏 

⑨ ｢ビルエネルギーマネジメントシステムと､災害時の事業継続性(ＢＣＰ)を考慮し

た高機能ビルについて｣ 

講 師  栗原工業（株） 技術統括部 常勤顧問      吉川 博美 氏 

⑩ ｢水素ガスと計装｣ 

講 師  （株）三興 技術企画・教育センター       菅坡 良彦 氏 

 
４４．．技技術術講講習習事事業業  

計装技術者の知識及び技術力の向上を目的とした講習会を、オンライン配信により実施

した。 
開催方式 区 分 開 催 月 日 

  ６月２８日～２９日 

オンライン配信  １級・２級   ６月３０日～７月１日 
７月２日～３日 

   ７月４日～５日 
  受講者数は、１級４９９名、２級２３６名であった。 
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５５．．人人材材育育成成事事業業  

計装技術者の育成は、計装技術を以て社会に貢献する計装工事業界の社会的使命であり必

須の事業である。令和４年度は、若手及び中堅技術者の技術力向上のため、次の勉強会を実

施した。オンライン配信を行い、参加者（アクセス数）は延べ４４４名であった。 
  

    第１回（９月２９日） 参加者（アクセス数） １６８名 

   内 容 ・「産業制御システムにおけるサイバーセキュリティの取り組みについて」 

    講 師  三菱電機（株） 神戸製作所 社会システムソリューション部 

         技術第二課                   森永 昌義 氏 

   内 容 ・「高調波に対する対策提案と瞬停・停電・無給電トラブルに対するＢＣＰ 

        ソリューション」 

    講 師  ニチコン（株） コンデンサ事業本部 営業統括部  

技師長             西口  昇 氏 

  講 師  ニチコン（株） ＮＥＣＳＴ事業本部 分散電源グループ 

               ビジネスグループ長       蓮沼 正彦 氏 

第２回（１０月２７日） 参加者（アクセス数） １５１名 

   内 容 ・「ＨＤ－ＰＬＣの進化と未来のＩоＴ通信インフラに向けた取り組み」 

    講 師  パナソニックホールディングス（株） 事業開発室 

         ＩоＴＰＬＣプロジェクト 主任技師       脇坂 俊幸 氏 

   内 容 ・「計装工事における近年の設備固定方法について」 

    講 師  日本ヒルティ（株） Ｅ＆Ｉ事業本部 ＴＰＰ／Ｏ＆Ｇセグメント 

        マネージャー      徳井 貞仁 氏 

第３回（１１月２４日） 参加者（アクセス数） １２５名 

   内 容 ・「実験室の給排気制御とセンシングを用いた今後の換気制御について」 

    講 師  オリエンタル技研工業（株） ０－１開発部 

                      部長         佐藤 謙志 氏 

   内 容 ・「ＢＥＭＳのネットワークとＢＡＣｎeｔ通信の動向」 

    講 師  豊田ＳＩ技術士事務所              豊田 武二 氏 

  

６６．．広広報報事事業業  

計装工業会の実施事業等について、広く不特定多数の者に広報するため次の事業を実施

した。 
 （１）機関誌発行事業 
    機関誌「計装技術」を年度内に４回発行し、主要行事や会員会社の実態調査結果、

講演会の要旨、会員会社の活動に資するための建設産業情報、その他計装技術のレベ

ルアップに有益な資料、計装士技術審査における学科試験、実地試験の出題問題、模

範解答等を掲載し、毎回３，９００部を発行した。 

 

（２）広報事業 
    計装工事業等を広く周知し、計装技術の宣伝活動を行うため、建設専門紙等への計

装技術に関する寄稿・計装技術審査事業の案内及び結果報告、計装士試験講習会等の
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ポスターの作成、メールマガジンの発信及び会員名簿等の作成を行った。 
 
７７．．出出版版事事業業  

計装マニュアル、日本計装工業会標準「ＡＪＩＩＳ」等について販売促進を図った。 

  

８８．．創創立立５５００周周年年記記念念事事業業  

        記念式典・記念講演会の計画・実施内容及び５０周年史の発行計画・掲載内容の検  

   討を行った。 

  

９９．．そそのの他他事事業業  

  （１）優秀施工者国土交通大臣顕彰候補者及び青年優秀施工者不動産・建設経済局長顕彰

候補者の選考・推薦 

    令和４年度優秀施工者国土交通大臣顕彰者として４名及び青年優秀施工者不動産・

建設経済局長顕彰１名が顕彰され、その概要を機関誌「計装技術」VoI.42, No.3に掲載

した。 
   優秀施工者国土交通大臣顕彰 
   ・アズビル（株）          濱中 孝憲 氏 

   ・アズビル（株）          前田 忠寛 氏 

   ・西日本プラント工業（株）     松尾 澄憲 氏 

   ・西日本プラント工業（株）     久々山太一 氏 

   青年優秀施工者不動産・建設経済局長顕彰 

   ・（株）木内計測          漆舘 翔一 氏 

  
（２）教育研修事業 

    福井県の委託事業として、（公財）若狭湾エネルギー研究センターから依頼を受け「計

装入門講座」を実施した。 
 
 （３）官公庁等が実施する事業等に積極的に参加・協力する事業 
      国土交通省から「建築設備計画基準及び資料 令和３年度版」、「建築設備設計基準及

び資料 令和３年度版」及び「建築設備計画基準及び資料 令和６年度版」、「建築設備

設計基準及び資料 令和６年度版」の改定意見を求められ、改定意見を提出した。 
 
 （４）関係団体等との協力事業 

（一社）建設産業専門団体連合会の全国大会に参加した。 
  

ⅢⅢ  会会議議等等のの開開催催状状況況    

  

    次のとおり、会議を開催した。 

 

１．総  会 

第１２回通常総会 令和４年６月２１日 
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     於 ＫＫＲ ホテル東京 

     (議案) ・令和３年度決算承認の件 

        ・理事の選任の件 

      （報告事項）・令和４年度事業計画について 

        ・令和４年度収支予算について 

        ・令和３年度事業報告について 

 

２．理事会 

（１）第５０回理事会（第１１回運営協議会との合同会議） 令和４年５月１１日 

於 ＫＫＲ ホテル東京 

（議案） ・令和３年度事業報告及び収支決算（案）について 
     ・理事の選任（案）について 

     ・令和４年度通常総会の開催（案）について 

      ・前 中央審査委員会委員長の表彰（案）について 

（報告事項）・代表理事等の職務執行報告について 

      ・令和４年度事業計画及び収支予算について 

（２）第５１回理事会 令和４年６月２１日 

於 ＫＫＲ ホテル東京 

（報告事項）・理事の選任について 

     ・書面表決の結果について 

（３）第５２回理事会 令和４年１０月１９日 

於 ＫＫＲ ホテル東京 

 （議案） ・中央審査委員会審査委員の委嘱について 
（報告事項）・代表理事等の職務執行報告について 

      ・令和４年度上半期収支予算執行状況報告について 

（４）第５３回理事会 令和５年３月２２日 

於 ＫＫＲ ホテル東京 

     (議案)   ・令和５年度事業計画及び収支予算（案）について 

         ・中央審査委員会審査委員の委嘱について 

         ・会員の入会について 

   （報告事項）・令和４年度計装士技術審査の結果について 
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(単位：円）
科　　　　　　　　　目 当年度 前年度 差異

Ⅰ 資 産 の 部
  １．流動資産
    (１) 現金預金
         現  金 200,446 493,550 △ 293,104
         普通預金 35,595,595 59,921,448 △ 24,325,853
         定期預金 50,000,000 40,000,000 10,000,000
          現金預金合計 85,796,041 100,414,998 △ 14,618,957
    (２) その他流動資産
         未収入金 339,850 302,747 37,103
         前払金 3,096,457 3,241,550 △ 145,093
         貯蔵品 3,886,929 4,876,940 △ 990,011
          その他流動資産合計 7,323,236 8,421,237 △ 1,098,001
          流動資産合計 93,119,277 108,836,235 △ 15,716,958
  ２．固定資産
    (１) 特定資産
         技術維持講習事業資産 40,277,500 39,447,500 830,000
         退職給付引当資産 16,590,576 13,973,976 2,616,600
         減価償却引当資産 20,739,154 19,312,572 1,426,582
          特定資産合計 77,607,230 72,734,048 4,873,182
    (２) 積立金資産
         事業安定積立金 109,567,059 113,072,559 △ 3,505,500
          積立金資産合計 109,567,059 113,072,559 △ 3,505,500
    (３) その他固定資産
         造作 2,856,931 3,350,435 △ 493,504
         什器備品 1,814,936 2,449,716 △ 634,780
         ソフトウェア 447,449 745,747 △ 298,298
         電話加入権 204,760 204,760 0
         賃貸保証金 11,176,000 11,176,000 0
         長期前払金(保証金) 838,200 279,400 558,800
          その他固定資産合計 17,338,276 18,206,058 △ 867,782
          固定資産合計 204,512,565 204,012,665 499,900
          資産合計 297,631,842 312,848,900 △ 15,217,058

Ⅱ 負 債 の 部
  １．流動負債
         未払金 3,194,555 12,837,326 △ 9,642,771
         前受金 0 0 0
         預り金 856,523 867,595 △ 11,072
         賞与引当金 3,207,500 3,139,600 67,900
          流動負債合計 7,258,578 16,844,521 △ 9,585,943
  ２．固定負債
         退職給付引当金 16,590,576 13,973,976 2,616,600
          固定負債合計 16,590,576 13,973,976 2,616,600
          負債合計 23,849,154 30,818,497 △ 6,969,343

Ⅲ 正 味 財 産 の 部
  １．一般正味財産 273,782,688 282,030,403 △ 8,247,715
          （うち基本財産への充当額） 0 0 0
          （うち特定資産への充当額） 61,016,654 58,760,072 2,256,582
          正味財産合計 273,782,688 282,030,403 △ 8,247,715
          負債 及び 正味財産合計 297,631,842 312,848,900 △ 15,217,058

貸貸　　借借　　対対　　照照　　表表
令和5年3月31日現在

【【第第１１号号議議案案】】　　　　令令和和４４年年度度決決算算承承認認のの件件
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（単位：円）

事業 法人 計
Ⅰ 一般正味財産増減の部
    １． 経常増減の部
      (１) 経常収益
        ① 特定資産運用益
            特定資産受取利息 66,126 659 66,785 66,738 47
          特定資産運用益計 66,126 659 66,785 66,738 47
        ② 受取入会金
            受取入会金 0 100,000 100,000 0 100,000
          受取入会金計 0 100,000 100,000 0 100,000
        ③ 受取会費
            正会員受取会費 0 33,480,000 33,480,000 33,790,000 △ 310,000
            賛助会員受取会費 0 3,030,000 3,030,000 2,850,000 180,000
          受取会費計 0 36,510,000 36,510,000 36,640,000 △ 130,000
        ④ 事業収益
          　 計装士技術審査事業収益 92,994,350 0 92,994,350 101,350,610 △ 8,356,260
　　　　　　  技術認定事業収益 29,982,480 0 29,982,480 31,385,310 △ 1,402,830
　　　　　　　技術維持講習事業収益 45,402,960 0 45,402,960 49,186,540 △ 3,783,580
　　　　　　　技術講習事業収益 17,608,910 0 17,608,910 20,778,760 △ 3,169,850
            出版事業収益 7,506,876 0 7,506,876 8,442,594 △ 935,718
          事業収益計 100,501,226 0 100,501,226 109,793,204 △ 9,291,978
        ⑤ 雑収益
            受取利息 0 2,043 2,043 2,120 △ 77
            有価証券運用益 0 180,000 180,000 180,000 0
          　教育研修事業収入 1,934,171 0 1,934,171 1,556,091 378,080
            雑収入 22,000 2,832,402 2,854,402 2,239,114 615,288
          雑収益計 1,956,171 3,014,445 4,970,616 3,977,325 993,291
          経常収益計 102,523,523 39,625,104 142,148,627 150,477,267 △ 8,328,640
      (２) 経常費用
        ① 調査研究事業費
            役員報酬(調査) 1,573,264 0 1,573,264 1,573,264 0
            給料手当(調査) 5,745,041 0 5,745,041 4,942,269 802,772
            臨時雇賃金(調査) 0 0 0 0 0
            退職給付費用(調査) 437,988 0 437,988 335,795 102,193
            法定福利費(調査) 1,217,244 0 1,217,244 996,520 220,724
  　　　　　福利厚生費(調査) 0 0 0 0 0
            旅費交通費(調査) 167,278 0 167,278 116,703 50,575
            通信運搬費(調査) 17,500 0 17,500 0 17,500
            消耗什器備品費(調査) 281,122 0 281,122 261,998 19,124
            事務所諸費(調査) 113,620 0 113,620 126,738 △ 13,118
            印刷製本費(調査) 0 0 0 0 0
            光熱水料費(調査) 206,305 0 206,305 137,820 68,485
            賃借料(調査) 3,141,892 0 3,141,892 3,140,132 1,760
 　　　　　 保険料(調査) 0 0 0 0 0
            諸謝金(調査) 0 0 0 0 0
 　　　　　 租税公課(調査) 0 0 0 0 0
  　　　　　負担金(調査) 0 0 0 0 0
  　　　　　委託費(調査) 0 0 0 0 0
            図書資料費(調査) 0 0 0 0 0
            会議費(調査) 0 0 0 18,000 △ 18,000
 　　　　　 材料費(調査) 0 0 0 0 0
            会場費(調査) 0 0 0 0 0
  　　　　　教育研修事業費(調査) 0 0 0 0 0
  　　　　　原稿料(調査) 0 0 0 0 0
            雑費(調査) 0 0 0 0 0
  　　　　　減価償却費(調査) 0 0 0 0 0
          調査研究事業費計 12,901,254 0 12,901,254 11,649,239 1,252,015
        ② 技術認定事業費
            役員報酬(認定) 1,573,264 0 1,573,264 1,573,264 0
            給料手当(認定) 5,681,208 0 5,681,208 4,887,355 793,853
            臨時雇賃金(認定) 668,439 0 668,439 874,897 △ 206,458
            退職給付費用(認定) 434,405 0 434,405 333,348 101,057
            法定福利費(認定) 1,206,320 0 1,206,320 988,050 218,270

正正  味味  財財  産産  増増  減減  計計  算算  書書
令和4年4月1日から令和5年3月31日まで

科目名
当年度決算額

前年度決算額 差異
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（単位：円）

事業 法人 計
科目名

当年度決算額
前年度決算額 差異

  　　　　　福利厚生費(認定) 0 0 0 0 0
            旅費交通費(認定) 4,043,390 0 4,043,390 3,850,882 192,508
            通信運搬費(認定) 1,167,430 0 1,167,430 1,094,038 73,392
            消耗什器備品費(認定) 311,517 0 311,517 300,111 11,406
            事務所諸費(認定) 112,299 0 112,299 125,265 △ 12,966
            印刷製本費(認定) 3,026,390 0 3,026,390 2,966,839 59,551
            光熱水料費(認定) 203,906 0 203,906 136,218 67,688
            賃借料(認定) 4,403,519 0 4,403,519 4,401,777 1,742
  　　　　　保険料(認定) 9,484 0 9,484 2,805 6,679
            諸謝金(認定) 300,699 0 300,699 300,699 0
            租税公課(認定) 1,178,589 0 1,178,589 1,465,525 △ 286,936
  　　　　　負担金(認定) 0 0 0 0 0
            委託費(認定) 503,328 0 503,328 502,176 1,152
            図書資料費(認定) 0 0 0 9,350 △ 9,350
            会議費(認定) 672,710 0 672,710 502,370 170,340
  　　　　　材料費(認定) 0 0 0 0 0
            会場費(認定) 7,313,740 0 7,313,740 8,276,690 △ 962,950
 　　　　　 教育研修事業費(認定) 0 0 0 0 0
 　　　　　 原稿料(認定) 0 0 0 0 0
            雑費(認定) 49,500 0 49,500 35,060 14,440
            減価償却費(認定) 233,750 0 233,750 233,750 0
          技術認定事業費計 33,093,887 0 33,093,887 32,860,469 233,418
        ③ 技術維持講習事業費
            役員報酬(維持) 1,573,264 0 1,573,264 1,573,264 0
            給料手当(維持) 4,149,196 0 4,149,196 3,569,416 579,780
            臨時雇賃金(維持) 0 0 0 229,980 △ 229,980
            退職給付費用(維持) 348,408 0 348,408 274,621 73,787
            法定福利費(維持) 944,132 0 944,132 784,787 159,345
  　　　　　福利厚生費(維持) 0 0 0 0 0
            旅費交通費(維持) 3,249,858 0 3,249,858 3,777,760 △ 527,902
            通信運搬費(維持) 3,355,590 0 3,355,590 3,456,951 △ 101,361
            消耗什器備品費(維持) 220,211 0 220,211 235,958 △ 15,747
            事務所諸費(維持) 87,197 0 87,197 97,263 △ 10,066
            印刷製本費(維持) 2,264,988 0 2,264,988 2,867,524 △ 602,536
            光熱水料費(維持) 158,327 0 158,327 105,769 52,558
            賃借料(維持) 2,411,219 0 2,411,219 2,409,867 1,352
  　　　　　保険料(維持) 9,484 0 9,484 2,805 6,679
            諸謝金(維持) 1,716,939 0 1,716,939 1,010,000 706,939
            租税公課(維持) 998,621 0 998,621 1,239,275 △ 240,654
 　　　　　 負担金(維持) 0 0 0 0 0
 　　　　　 委託費(維持) 1,633,910 0 1,633,910 1,095,000 538,910
 　　　　　 図書資料費(維持) 0 0 0 0 0
            会議費(維持) 213,663 0 213,663 226,972 △ 13,309
 　　　　　 材料費(維持) 0 0 0 0 0
            会場費(維持) 4,661,320 0 4,661,320 5,285,199 △ 623,879
  　　　　　教育研修事業費(維持) 0 0 0 0 0
  　　　　　原稿料(維持) 1,080,000 0 1,080,000 1,080,000 0
  　　　　　雑費(維持) 78,100 0 78,100 78,100 0
  　　　　　減価償却費(維持) 0 0 0 0 0
          技術維持講習事業費計 29,154,427 0 29,154,427 29,400,511 △ 246,084
        ④ 技術講習事業費
            役員報酬(講習) 1,573,264 0 1,573,264 1,573,264 0
            給料手当(講習) 3,510,858 0 3,510,858 3,020,275 490,583
            臨時雇賃金(講習) 27,000 0 27,000 84,245 △ 57,245
            退職給付費用(講習) 312,576 0 312,576 250,152 62,424
            法定福利費(講習) 834,887 0 834,887 700,094 134,793
  　　　　　福利厚生費(講習) 0 0 0 0 0
            旅費交通費(講習) 377,308 0 377,308 294,365 82,943
            通信運搬費(講習) 1,291,808 0 1,291,808 1,394,667 △ 102,859
            消耗什器備品費(講習) 189,594 0 189,594 184,176 5,418
            事務所諸費(講習) 76,627 0 76,627 85,474 △ 8,847
            印刷製本費(講習) 3,464,303 0 3,464,303 3,082,552 381,751
            光熱水料費(講習) 139,136 0 139,136 92,948 46,188
            賃借料(講習) 2,118,950 0 2,118,950 2,117,762 1,188
  　　　　　保険料(講習) 4,430 0 4,430 0 4,430
            諸謝金(講習) 0 0 0 0 0
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（単位：円）

事業 法人 計
科目名

当年度決算額
前年度決算額 差異

            租税公課(講習) 608,304 0 608,304 756,400 △ 148,096
  　　　　　負担金(講習) 0 0 0 0 0
  　　　　　委託費(講習) 3,006,108 0 3,006,108 2,105,840 900,268
  　　　　　図書資料費(講習) 0 0 0 0 0
            会議費(講習) 0 0 0 0 0
  　　　　　材料費(講習) 0 0 0 0 0
            会場費(講習) 0 0 0 38,134 △ 38,134
  　　　　　教育研修事業費(講習) 378,869 0 378,869 385,739 △ 6,870
  　　　　　原稿料(講習) 0 0 0 0 0
            雑費(講習) 46,200 0 46,200 0 46,200
  　　　　　減価償却費(講習) 0 0 0 0 0
          技術講習事業費計 17,960,222 0 17,960,222 16,166,087 1,794,135
        ⑤ 人材育成事業費
            役員報酬(人材) 583,264 0 583,264 583,264 0
            給料手当(人材) 1,436,260 0 1,436,260 1,235,567 200,693
  　　　　　臨時雇賃金(人材) 0 0 0 0 0
            退職給付費用(人材) 121,872 0 121,872 96,333 25,539
            法定福利費(人材) 329,387 0 329,387 274,230 55,157
  　　　　　福利厚生費(人材) 0 0 0 0 0
            旅費交通費(人材) 0 0 0 0 0
            通信運搬費(人材) 0 0 0 0 0
            消耗什器備品費(人材) 75,184 0 75,184 70,068 5,116
            事務所諸費(人材) 30,386 0 30,386 33,894 △ 3,508
            印刷製本費(人材) 0 0 0 0 0
            光熱水料費(人材) 55,174 0 55,174 36,858 18,316
            賃借料(人材) 840,273 0 840,273 839,802 471
 　　　　　 保険料(人材) 0 0 0 0 0
            諸謝金(人材) 0 0 0 0 0
            租税公課(人材) 0 0 0 0 0
  　　　　　負担金(人材) 0 0 0 0 0
 　　　　　 委託費(人材) 0 0 0 0 0
 　　　　　 図書資料費(人材) 0 0 0 0 0
            会議費(人材) 0 0 0 0 0
  　　　　　材料費(人材) 0 0 0 0 0
  　　　　　会場費(人材) 0 0 0 0 0
  　　　　　教育研修事業費(人材) 1,896,965 0 1,896,965 1,533,154 363,811
  　　　　　原稿料(人材) 0 0 0 0 0
  　　　　　雑費(人材) 0 0 0 0 0
  　　　　　減価償却費(人材) 0 0 0 0 0
          人材育成事業費計 5,368,765 0 5,368,765 4,703,170 665,595
        ⑥ 広報事業費
            役員報酬(広報) 583,264 0 583,264 583,264 0
            給料手当(広報) 2,074,598 0 2,074,598 1,784,708 289,890
  　　　　　臨時雇賃金(広報) 0 0 0 0 0
            退職給付費用(広報) 157,704 0 157,704 120,802 36,902
            法定福利費(広報) 438,632 0 438,632 358,924 79,708
  　　　　　福利厚生費(広報) 0 0 0 0 0
            旅費交通費(広報) 109,168 0 109,168 88,110 21,058
            通信運搬費(広報) 1,324,372 0 1,324,372 1,338,250 △ 13,878
            消耗什器備品費(広報) 101,335 0 101,335 94,441 6,894
            事務所諸費(広報) 40,956 0 40,956 45,684 △ 4,728
            印刷製本費(広報) 2,768,040 0 2,768,040 2,724,040 44,000
            光熱水料費(広報) 74,365 0 74,365 49,679 24,686
            賃借料(広報) 1,132,542 0 1,132,542 1,131,907 635
  　　　　　保険料(広報) 4,430 0 4,430 0 4,430
  　　　　　諸謝金(広報) 0 0 0 0 0
  　　　　　租税公課(広報) 0 0 0 0 0
  　　　　　負担金(広報) 0 0 0 0 0
  　　　　　委託費(広報) 550,000 0 550,000 0 550,000
  　　　　　図書資料費(広報) 0 0 0 0 0
            会議費(広報) 0 0 0 0 0
  　　　　　材料費(広報) 0 0 0 0 0
            会場費(広報) 0 0 0 0 0
            教育研修事業費(広報) 0 0 0 0 0
            原稿料(広報) 448,392 0 448,392 372,000 76,392
            雑費(広報) 396,800 0 396,800 392,646 4,154

- 17 -



（単位：円）

事業 法人 計
科目名

当年度決算額
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  　　　　　減価償却費(広報) 0 0 0 0 0
          広報事業費計 10,204,598 0 10,204,598 9,084,455 1,120,143
        ⑦ 出版事業費
            役員報酬(出版) 583,264 0 583,264 583,264 0
            給料手当(出版) 3,191,689 0 3,191,689 2,745,706 445,983
  　　　　　臨時雇賃金(出版) 0 0 0 0 0
            退職給付費用(出版) 220,410 0 220,410 163,623 56,787
            法定福利費(出版) 629,810 0 629,810 507,136 122,674
  　　　　　福利厚生費(出版) 0 0 0 0 0
            旅費交通費(出版) 0 0 0 0 0
            通信運搬費(出版) 85,989 0 85,989 95,042 △ 9,053
            消耗什器備品費(出版) 147,099 0 147,099 137,092 10,007
            事務所諸費(出版) 59,452 0 59,452 66,316 △ 6,864
            印刷製本費(出版) 2,398,484 0 2,398,484 3,440,356 △ 1,041,872
            光熱水料費(出版) 107,950 0 107,950 72,115 35,835
            賃借料(出版) 1,644,013 0 1,644,013 1,643,091 922
  　　　　　保険料(出版) 0 0 0 0 0
 　　　　　 諸謝金(出版) 0 0 0 0 0
            租税公課(出版) 266,133 0 266,133 330,925 △ 64,792
  　　　　　負担金(出版) 0 0 0 0 0
 　　　　　 委託費(出版) 0 0 0 0 0
  　　　　　図書資料費(出版) 0 0 0 0 0
  　　　　　会議費(出版) 0 0 0 0 0
  　　　　　材料費(出版) 0 0 0 0 0
 　　　　　 会場費(出版) 0 0 0 0 0
 　　　　　 教育研修事業費(出版) 0 0 0 0 0
 　　　　　 原稿料(出版) 0 0 0 0 0
            雑費(出版) 126,940 0 126,940 105,600 21,340
 　　　　　 減価償却費(出版) 0 0 0 0 0
          出版事業費計 9,461,233 0 9,461,233 9,890,266 △ 429,033
        ⑧ 管理費
            役員報酬(管理) 0 3,221,152 3,221,152 3,221,152 0
            給料手当(管理) 0 6,128,047 6,128,047 5,611,756 516,291
            臨時雇賃金(管理) 0 150,000 150,000 2,950,896 △ 2,800,896
            退職給付費用(管理) 0 583,237 583,237 474,293 108,944
            法定福利費(管理) 0 1,533,557 1,533,557 1,701,009 △ 167,452
            福利厚生費(管理) 0 297,693 297,693 211,967 85,726
            旅費交通費(管理) 0 1,636,890 1,636,890 1,591,826 45,064
            通信運搬費(管理) 0 1,014,446 1,014,446 749,606 264,840
            消耗什器備品費(管理) 0 352,047 352,047 322,938 29,109
            事務所諸費(管理) 0 140,049 140,049 156,221 △ 16,172
            印刷製本費(管理) 0 162,495 162,495 48,587 113,908
            光熱水料費(管理) 0 254,287 254,287 169,881 84,406
            賃借料(管理) 0 3,872,572 3,872,572 3,870,411 2,161
            保険料(管理) 0 72,550 72,550 95,620 △ 23,070
 　　　　　 諸謝金(管理) 0 0 0 0 0
            租税公課(管理) 0 879,429 879,429 983,955 △ 104,526
            負担金(管理) 0 820,000 820,000 1,320,000 △ 500,000
            委託費(管理) 0 1,279,300 1,279,300 1,393,454 △ 114,154
            図書資料費(管理) 0 377,185 377,185 355,854 21,331
            会議費(管理) 0 2,529,260 2,529,260 610,125 1,919,135
  　　　　　材料費(管理) 0 0 0 0 0
            会場費(管理) 0 1,248,420 1,248,420 817,152 431,268
  　　　　　教育研修事業費(管理) 0 0 0 0 0
            慶弔費(管理) 0 159,808 159,808 82,904 76,904
  　　　　　原稿料(管理) 0 0 0 0 0
            雑費(管理) 0 282,400 282,400 263,145 19,255
            減価償却費(管理) 0 1,192,832 1,192,832 1,519,288 △ 326,456
            保証金償却費(管理) 0 558,800 558,800 558,800 0
          管理費計 0 28,746,456 28,746,456 29,080,840 △ 334,384
          経常費用計 118,144,386 28,746,456 146,890,842 142,835,037 4,055,805
            当期経常増減額 △ 15,620,863 10,878,648 △ 4,742,215 7,642,230 △ 12,384,445
    ２． 経常外増減の部
      (１) 経常外収益
      その他資産評価益
      　有価証券評価益 0 0 0 0 0
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科目名

当年度決算額
前年度決算額 差異

          その他資産評価益計 0 0 0 0 0
      その他経常外収益
      　移転補償金 0 0 0 0 0
          その他経常外収益計 0 0 0 0 0
          経常外収益計 0 0 0 0 0
      (２) 経常外費用
      固定資産除却損
      　造作除却損 0 0 0 0 0
      　什器備品除却損 0 0 0 0 0
　　　　ソフトウェア除却損 0 0 0 0 0
          固定資産除却損計 0 0 0 0 0
      その他資産評価損
      　有価証券評価損 0 3,505,500 3,505,500 1,648,200 1,857,300
          その他資産評価損計 0 3,505,500 3,505,500 1,648,200 1,857,300
      その他経常外費用
      　過年度修正 0 0 0 7,200 △ 7,200
          その他資経常外費用計 0 0 0 7,200 △ 7,200
          経常外費用計 0 3,505,500 3,505,500 1,655,400 1,850,100
            当期経常外増減額 0 △ 3,505,500 △ 3,505,500 △ 1,655,400 △ 1,850,100
            当期一般正味財産増減額 △ 15,620,863 7,373,148 △ 8,247,715 5,986,830 △ 14,234,545
　　　　　　一般正味財産期首残高 △ 110,190,257 392,220,660 282,030,403 276,043,573 5,986,830
            一般正味財産期末残高 △ 125,811,120 399,593,808 273,782,688 282,030,403 △ 8,247,715
Ⅱ 指定正味財産増減の部
            当期指定正味財産増減額 0 0 0 0 0
            指定正味財産期首残高 0 0 0 0 0
            指定正味財産期末残高 0 0 0 0 0
Ⅲ 正味財産期末残高 △ 125,811,120 399,593,808 273,782,688 282,030,403 △ 8,247,715
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1 . 重要な会計方針
（1） 公益目的支出計画の完了に伴う会計

・

（2） 有価証券の評価基準及び評価方法
・

（３） 固定資産の積立、取崩
・

（４） 技術維持講習事業資産の積立
・

・

（５） 動産の減価償却
・ 造作・・・・・・定率法による減価償却を実施している。
・ 什器備品・・・・・・定率法による減価償却を実施している。
・ ソフトウェア・・・・・・定額法による減価償却を実施している。

（６） 引当金の計上基準
・
・

（７） 貯蔵品の評価基準及び評価法
・ 図書・・・・・・先入先出法による原価基準を採用している。

（８） 消費税等の会計処理
・ 消費税等の会計処理は、税込方式によっている。

2 . 特定資産の増減額及びその残高
特定資産の増減額及びその残高は、次のとおりである。

（単位：円）
前期末残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高
39,447,500 8,247,500 7,417,500 40,277,500
13,973,976 2,616,600 0 16,590,576
19,312,572 1,426,582 0 20,739,154
72,734,048 12,290,682 7,417,500 77,607,230

3 . 特定資産の財源等の内訳
特定資産の財源等の内訳は、次のとおりである。

（単位：円）

当期末残高
うち指定正味財
産からの充当額

うち一般正味財
産からの充当額

うち負債に対応する額

40,277,500 0 40,277,500 0
16,590,576 0 0 16,590,576
20,739,154 0 20,739,154 0
77,607,230 0 61,016,654 16,590,576

4 . 固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高
固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高は、次のとおりである。

（単位：円）
取得価額 減価償却累計額 当期末残高
5,869,734 3,012,803 2,856,931

11,452,586 9,637,650 1,814,936
8,536,150 8,088,701 447,449

25,858,470 20,739,154 5,119,316

5 . 退職給付関係
（1） 採用している退職給付制度の概要

確定給付型の制度を設けている。

（2） 退職給付債務等の計算の基礎
退職給付債務の計算に当たっては、規定に基づく期末要支給額を基礎として計算している。

減価償却引当資産
合　　　計

科　　　目
造 作

合　　　計

什 器 備 品
ソ フ ト ウ ェ ア

退職給付引当資産
減価償却引当資産

合　　　計

科　　　目

技術維持講習事業資産
退職給付引当資産

技術維持講習事業資産

財財務務諸諸表表にに対対すするる注注記記

満期保有目的の債券以外の有価証券・・・期末日の市場価格等に基づく時価法によっている。

平成20年基準に準拠して、一般社団法人移行に伴い、実施事業・その他事業・法人事業に特定資産（退職給
付引当資産）、その他事業・法人事業に特定資産（減価償却引当資産）を各事業按分率により積立をしていた
が、令和3年3月31日をもって公益目的支出計画が完了していることから、令和3年度よりこれらについては事
業・法人に按分率を用いて積立てることとした。

当会の会計は、公益法人会計基準（平成20年４月11日　令和2年5月11日改正内閣府公益認定等委員会）
（以下、「平成20年基準」という。）に準拠して処理を行っており、一般社団法人移行に伴い、実施事業・その他
事業・法人事業と区分していたが、令和3年3月31日をもって公益目的支出計画が完了していることから、令和
3年度より事業・法人と区分し経理することとした。

過去５年間に技術維持講習を受講した者に係る管理費等を、事業安定積立金とは分離し、将来の特定の事
業費に充てるための費用（特定資産）として管理する。
管理等に要する費用は、技術維持講習の申込料金に含まれており、　概ね1年間５００円（５年間で２，５００円）
であるため、平成２９年～令和４年度受講者数を元に積立・取崩をした。

退職給付引当金・・・・・・役職員の支給に備えるため、規定に基づく期末要支給額相当を計上している。
賞与引当金・・・・・・役職員に対する賞与手当の支給に備えるため、支給見込額のうち当期に帰属する額を計
上している。

科　　　目
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(単位：円）
勘　　定　　科　　目

Ⅰ 資 産 の 部
  １．流動資産
    (１) 現金預金
         現  金 200,446       
         普通預金 35,595,595    
            三井住友銀行 東京公務部　0012180 12,085,090    
            みずほ銀行 　新橋支店　　0999142 22,146,618    
             　　　　　　新橋支店　　0999150 18,868        
             　　　　　　虎ノ門支店  4038051 726,228       
         　 ゆうちょ銀行 一三八店　　0523897 618,791       
         定期預金 50,000,000    
            三井住友銀行 東京公務部    3126 20,000,000    
            みずほ銀行 　新橋支店   6663123 30,000,000    
          現金預金合計 85,796,041    
    (２) その他流動資産
         未収入金 339,850       
         前払金 3,096,457     
         貯蔵品 3,886,929     
          その他流動資産合計 7,323,236     
          流動資産合計 93,119,277    
  ２．固定資産
    (１) 特定資産
         技術維持講習事業資産 40,277,500    
           定期預金
            みずほ銀行 　新橋支店   6663123 7,277,500     
           有価証券
            みずほ証券㈱ 利付国庫債券157回 33,000,000    
         退職給付引当資産 16,590,576    
           定期預金
            三井住友銀行 東京公務部    3126 16,590,576    
         減価償却引当資産 20,739,154    
           定期預金
            三井住友銀行 東京公務部    5213 20,739,154    
          特定資産合計 77,607,230    
    (２) 積立金資産
         事業安定積立金 109,567,059   
           定期預金
            みずほ銀行   新橋支店   6663123 26,873,259    
           有価証券
            みずほ証券㈱ 利付国庫債券157回 82,693,800    
          積立金資産合計 109,567,059   
    (３) その他固定資産
         造作 2,856,931     
         什器備品 1,814,936     
         ソフトウェア 447,449       
         電話加入権 204,760       
         賃貸保証金 11,176,000    
       　長期前払金(保証金) 838,200       
          その他固定資産合計 17,338,276    
          固定資産合計 204,512,565   
          資産合計 297,631,842   

Ⅱ 負 債 の 部

  １．流動負債
         未払金 3,194,555     
         預り金 856,523       
         賞与引当金 3,207,500     
          流動負債合計 7,258,578     
  ２．固定負債
         退職給付引当金 16,590,576    
          固定負債合計 16,590,576    
          負債合計 23,849,154    
          正味財産 273,782,688   

財財　　産産    目目　　録録
令和5年3月31日現在

金額
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